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研究成果の概要（和文）：自衛隊の新規配備が進む南西諸島方面での現地調査を実施し、自衛隊と現地自治体の
関係における問題点などを把握した。とくに国民保護に関する計画策定の遅れは住民の不安を増幅させており、
防衛体制の整備という点で大きな課題となっていることが明らかになった。
　さらに、日米協力関係の具体的な進展が、現地住民の不安をさらに増大させており、それに対して政府は有効
な対応を行っていないことも明らかになった。

研究成果の概要（英文）：We conducted on-site surveys in the Nansei Islands, where new Self-Defense 
Force deployments are underway, to identify problems in the relationship between the Self-Defense 
Forces and local governments. In particular, we found that delays in formulating plans for civil 
protection are increasing the anxiety of local residents and posing a major challenge in terms of 
developing a defense system.
Furthermore, we found that concrete progress in Japan-U.S. cooperative relations is further 
increasing the anxiety of local residents, and that the government is not taking effective measures 
to address this.

研究分野：日本政治外交史
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本周辺の安全保障環境は現在、急速に変化しつつある。日本の安全保障政策もそれに対応して大きく変化しつ
つある。冷戦終了後にようやく本格化したといえる学術的な安全保障研究も、変化する現実と政策に対応してい
く必要がある。現状は、理論や政策決定過程の研究が中心であるが、実際に南西諸島防衛力強化という政策目的
のもと、施策が展開されており、その実態を調査することで現実の政策がどのように展開されているかを理解す
る一端となる。本研究は、変化しつつある日本の安全保障政策の実態について、その全貌を理解するための前提
となる研究であった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
日本周辺の安全保障環境は現在、急速に変化しつつある。日本の安全保障政策もそれに対応し
て大きく変化しつつある。冷戦終了後にようやく本格化したといえる学術的な安全保障研究も、
変化する現実と政策に対応していく必要がある。しかし、日米安保協力に関する研究は海外での
自衛隊の活動および米軍等との協力に主に焦点が当てられており、日本自体の防衛という点に
関してはほとんど注目されてこなかった。日本周辺の安全保障環境悪化と自衛隊の運用面を中
心とした防衛政策の関係についての具体的内容や実態については、学術的な調査は不十分であ
った。また、米国のプレゼンスが低下しつつある状況で、日米安保体制にどれほど信頼がおける
かという疑問も提起されている。それは戦後日本が日米安保体制に依存し過ぎており、自らの
「ナショナル・アイデンティティ」の問題をなおざりにしてきたのではないかという「問い」も
含んでいる。本研究は、日本自体の防衛政策・態勢変化の実態について学問的に追求しようとす
る試みである。 
 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は日米安保協力の深化が自衛隊の配備や運用といった日本自体の防衛政策・態
勢にどのような影響を及ぼしているのか、ということである。防衛政策の具体的内容や実態は、
政策形成当事者の証言を中心とした各種政策関係資料・情報の収集と分析が重要であるが、それ
のみでは不十分である。立案した政策を現実に実施できるかには様々な条件や課題があり、それ
も含めて考察しなければならない。防衛省（庁）・自衛隊は、2004年、2009年、2013年、2018
年と 4回にわたり「防衛計画の大綱」を改訂し、防衛力整備方針を改めてきた。それは変化する
安全保障環境に対応していくためであるが、政権交代にかかわらず推進されてきたのが、統合運
用の促進、南西諸島防衛強化および各自衛隊の組織改編である。これはすべて連動している。自
衛隊という実力組織の実態に学術的に迫る試みは、これまで不十分であった。政策資料収集と分
析とともに、防衛政策の主要部分を担う自衛隊の運用に関して、学術分野から初めてアプローチ
する研究である。 
 
 
 
３．研究の方法 
本研究は、防衛省（庁）内局や内閣官房で安全保障・防衛政策の立案や米国との協議に当たっ
ていた実務者に対するオーラルヒストリーを実施する予定であった。オーラルヒストリーは文
書資料の公開がない段階において政策資料収集に関する重要な研究手法である。 
 オーラルヒストリーに加え、以下のような視点から実地調査を行った。第一に、中国の軍事力
の急速な拡大や、北朝鮮の核開発といった日本をとりまく安全保障環境の変化に対応して日米
安保体制の強化を行う一方で、防衛省（庁）・自衛隊は 4回にわたり「防衛計画の大綱」を改訂
し、防衛力整備方針を改めてきた。その内容が統合運用の促進、南西諸島防衛強化および各自衛
隊の組織改編である。本研究はその三つに着目し、文書等の分析等を行った。第二に、その三つ
の中でも、特に南西諸島への防衛力強化が 21 世紀になって急速に進められていることに着目し
た。それは、これまで基地がなかった地域に新たな基地建設が進められることになったためであ
る。すなわち、基地（陸上自衛隊は駐屯地）は、所在自治体及び住民の協力がなければ安定した
運用が困難であり、基地建設が地元にどのような影響を及ぼしているのかは、防衛政策の運用面
から極めて重要な問題でからである。さらに自衛隊基地は米軍との共同使用が考えられており、
現地住民には米国の戦争に巻き込まれる脅威を唱える者も存在する。これは「同盟のジレンマ」
による問題であり、日本の独自性、すなわち「ナショナル・アイデンティティ」が問われている
問題でもあるが、この点に関する学問的研究は極めて少ない。さらに、自衛隊基地の米軍との共
同使用は、日米防衛協力の強化という点でも、日米安保協力の内容を分析するうえで重要である。
第三に、新たに配備される部隊の内容や活動に着目した。たとえば 2019 年に陸上自衛隊は組織
改編し、あらたに陸上総隊や水陸機動団を創設したが、これは他の海上・航空自衛隊との関係や
協力体制の構築が必須と考えられる内容である。水陸起動団の一部部隊は沖縄への配備が検討
されており、米国海兵隊との関係も含めて、日本の防衛体制の内容と実態を検討するうえで重要
な対象である。 
 
 
 
４．研究成果 
 残念ながら、研究初年度となる 2020 年から新型コロナウィルスが蔓延したことによって、研
究計画は大幅な見直しが必要となった。第一に、防衛省（庁）関係者へのオーラルヒストリーは、



事実上不可となった。なぜなら、官僚 OB で高齢者であるオーラル対象者に聞き取り調査を行う
ことは、感染防止の必要上できなかったからである。第二に、現地調査も大幅に制限された。な
ぜなら南西諸島防衛力強化問題を重視する本研究では、沖縄本島だけでなく、与那国島、石垣島、
宮古島といった地域への調査を計画していたが、沖縄方面は新型コロナウィルス感染者がきわ
めて多く、現地調査が実施できたのは 2022 年になってからであった。 
 上記のように新型コロナウィルス蔓延という事態に大きく制限されたが、2022 年から現地調
査を開始し、沖縄本島での関係者への聞き取り調査（県庁国民保護担当者等）、石垣島での自衛
隊配備賛成派・同反対派への聞き取り調査、石垣市国民保護担当者への保護計画策定状況の聞き
取り等を実施した。国民保護計画については、現段階では机上プランにとどまっており、政府や
県庁等とのさらなる協議が必要であることが確認できた。国民保護問題は住民の不安材料であ
り、今後さらに重要問題化していくことが予想された。 
 石垣島に次いで宮古島でも同様の調査を実施し、国民保護問題については同じ課題があるこ
とを確認した。 
 最終年度である 2023 年度には、安全保障政策関係文書の分析等を中心に行い、日本の安全保
障政策が歴史的な転換点にあることを確認した。その点については、2022 年 12 月に安保関連三
文書が発表された後に公表した論考中に記載した。また、2023 年 10 月にポーランドのワルシャ
ワ大学で開催された国際日本研究大会で発表し、海外の研究者との意見交換を行った。その成果
に好いては、2024 年度以降に英文論考として発表するために準備中である。 
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